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【震災の教訓（危機打開に向けた手がかり）】
○諦めず，状況を的確に捉え自ら考え行動する力
○イノベーションなど未来志向の復興，社会づくり
○安心して必要な力を身に付けられる環境
○人々や地域間，各国間に存在するつながり，
人と自然との共生の重要性

【第１期計画の評価】
○第１期計画で掲げた
「１０年を通じて目指すべき教育の姿」
の達成はいまだ途上。
・様々な取組を行ったが，学習意欲・学習時間，
低学力層の存在，グローバル化等への
対応，若者の内向き志向，規範意識・
社会性等の育成など依然として課題が存在。
・一方，コミュニティの協働による課題解決や
教育格差の問題など新たな視点も浮上。
→背景には，
「個々人の多様な強みを引き出すという視点」
「学校段階間や学校・社会生活間の接続」
「十分なＰＤＣＡサイクル」の不足など

第２期教育振興基本計画 第１部総論概要 ～我が国の危機回避に向けた４つの基本的方向性～

教育行政の４つの基本的方向性 ⇒ 改正教育基本法の理念を踏まえ教育再生を実現するため，
生涯の各段階を貫く方向性を設定し，成果目標・指標，具体的方策を体系的に整理（次頁参照）。

今後の社会の方向性

⇒ 「自立」「協働」「創造」の３つの理念の
実現に向けた生涯学習社会を構築

個人や社会の多様性
を尊重し，それぞれの
強みを生かして，ともに
支え合い，高め合い，
社会に参画することの
できる生涯学習社会

協働
一人一人が多様な
個性・能力を伸ばし，
充実した人生を主体的
に切り開いていくことの
できる生涯学習社会

自立・協働を通じて
更なる新たな価値を創
造していくことのできる
生涯学習社会

創造

◆ 教育における多様性の尊重 ◆ ライフステージに応じた「縦」の接続
◆ 社会全体の「横」の連携・協働 ◆ 現場の活性化に向けた国・地方の連携・協働

（共通理念）１．
～多様で変化の激しい社会の中で個人の自立と協働を図るための主体的・能動的な力～

社会を生き抜く力の養成

～変化や新たな価値を主導・創造し，社会の各分野を牽引していく人材～

未来への飛躍を実現する人材の養成２．

～社会が人を育み，人が社会をつくる好循環～

絆づくりと活力あるコミュニティの形成４．

一方で・・・
【我が国の様々な強み】
○多様な文化・芸術や優れた感性 ○科学技術，「ものづくり」の基盤技術
○勤勉性・協調性，思いやりの心 ○基礎的な知識技能の平均レベルの高さ ○人の絆

相互に連関

我が国を取り巻く危機的状況

○グローバル化の進展
・人・モノ・金・情報等の流動化
・「知識基盤社会」の本格的到来
・新興国の台頭等による国際競争の激化

・生産拠点の海外移転による産業空洞化

→ 我が国の国際的な存在感の低下 ○地球規模の課題への対応
・環境問題，食料・エネルギー問題，民族・宗教
紛争など様々な地球規模の課題に直面して
おり，かつてのような物質的豊かさのみの追求
という視点から脱却し，持続可能な社会の構築

に向けて取り組んでいくことが必要。

○地域社会，家族の変容
・地域社会等のつながりや支え合いによる
セーフティネット機能の低下

・価値観・ライフスタイルの多様化

→ 個々人の孤立化，規範意識の低下

自立

※教育振興基本計画：教育基本法第１７条第１項に基づき政府が策定する，教育の振興に関する総合計画（第２期計画期間：平成２５～２９年度）

○雇用環境の変容
・終身雇用・年功序列等の変容
・企業内教育による人材育成機能の低下

→ 失業率，非正規雇用の増加

○格差の再生産・固定化
・経済格差の進行→教育格差→教育格差の
再生産・固定化（同一世代内，世代間）

→ 一人一人の意欲減退，社会の不安定化

○少子化・高齢化の進展

・生産年齢人口の減少（2060年には，我が国の
人口は2010年比約3割減の約9千万人まで減少。
そのうち4割が65歳以上の高齢者。）
・経済規模縮小，税収減，社会保障費の拡大

→ 社会全体の活力低下

→ 「教育成果の保証」に向けた条件整備

→ 創造性やチャレンジ精神，リーダーシップ，日本人としてのアイデンティティ，語学力・
コミュニケーション能力などの育成に向けた多様な体験・切磋琢磨の機会の増大，
優れた能力と多様な個性を伸ばす環境の醸成

～誰もがアクセスできる多様な学習機会を～

学びのセーフティネットの構築３．
→ 教育費負担軽減など学習機会の確保や安全安心な教育研究環境の確保

→ 学習を通じて多様な人が集い協働するための体制・ネットワークの形成など社会全体の
教育力の強化や，人々が主体的に社会参画し相互に支え合うための環境整備

（危機回避シナリオ）
○個々人の自己実現，社会の「担い手」の増加，格差の改善
（若者・女性・高齢者・障害者などを含め，
生涯現役，全員参加に向けて個人の能力を最大限伸長）

○社会全体の生産性向上
（グローバル化に対応したイノベーションなど）

○一人一人の絆の確保（社会関係資本の形成）
⇒ 一人一人が誇りと自信を取り戻し，
社会の幅広い人々が実感できる成長を実現
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◆ 現下の様々な教育課題を踏まえ，今後の教育投資の方向性としては，以下の３点
を中心に充実を図る。
・ 協働型・双方向型学習など質の高い教育を可能とする環境の構築
・ 家計における教育費負担の軽減
・ 安全・安心な教育研究環境の構築（学校施設の耐震化など）
◆ 教育の再生は最優先の政策課題の一つであり，欧米主要国を上回る質の高い教育の
実現が求められている。このため，ＯＥＣＤ諸国など諸外国における公財政支出など教育
投資の状況を参考とし，第２期計画期間内においては，第２部において掲げる成果目標
の達成や基本施策の実施に必要な予算について財源を措置し，真に必要な教育投資
を確保していくことが必要。



◆教育委員会の抜本的改革 ◆きめ細かで質の高い教育のための教職員等の指導体制の整備 ◆大学におけるガバナンスの機能強化
◆大学の財政基盤の確立と施設整備 ◆私立学校の振興 ◆社会教育推進体制の強化 など

４つの基本的方向性を支える環境整備 東日本大震災からの
復旧･復興支援

第２期教育振興基本計画 第２部各論概要 ～４のビジョン，８のミッション，３０のアクション～

新たな価値を創造する人材，グローバル人材等の養成
★大学の国際的な評価の向上 ★英語力の目標を達成した中高生や英語教員の割合増加

★日本人の海外留学者数・外国人留学生数の増加 など
◆高校段階における早期卒業制度の検討 ◆外国語教育の強化や双方向の留学生交流（意欲と能力のある全ての若者に留学機会を実現等）・国際交流の推進，大学等の国際化のための取組の支援
◆大学院教育の抜本的改革の支援 など

未来への飛躍を実現する人材の養成２

５

意欲ある全ての者への学習機会の確保
★経済状況によらない進学機会の確保

★家庭の経済状況等が学力に与える影響の改善 など
◆各学校段階を通じた切れ目のない教育費負担軽減
（幼児教育の負担軽減・無償化の検討，義務教育段階の就学援助の実施，低所得世帯等の
高校生等への修学支援の充実，低所得世帯等の大学生、専門学校生への支援の充実）

◆挫折や困難を抱えた子ども・若者の学び直しの機会を充実 など

安全・安心な教育研究環境の確保

★学校施設の耐震化率の向上
（公立学校について平成２７年度までのできるだけ早期の耐震化の完了 など）

★学校管理下における事件・事故災害で負傷する児童生徒等の減少 など
◆学校の耐震化，非構造部材の耐震対策を含む防災機能強化，老朽化対策の推進
◆主体的に行動する態度を育成する防災教育等の学校安全に関する教育，
地域社会・家庭・関係機関と連携した学校安全の推進 など

学びのセーフティネットの構築３

７６

互助・共助による活力あるコミュニティの形成
★全学校区に学校と地域の連携・協働体制を構築 ★コミュニティ・スクールを全公立小中学校の１割に拡大 ★全学校等で評価，情報提供 など
◆コミュニティ・スクール，学校支援地域本部等の普及 ◆大学等のセンターオブコミュニティ構想（ＣＯＣ構想）の推進 ◆家庭教育支援体制の強化 など

絆づくりと活力あるコミュニティの形成４

８

（★成果指標の例，◆基本施策の例） （基本的方向性） （成果目標） （基本施策）

★国際的な学力調査でトップレベルに
★いじめ，不登校，高校中退者の状況改善 など
◆新学習指導要領を踏まえた言語活動等の充実
◆ICTの活用などによる協働型・双方向型学習の推進
◆各地域の実情を踏まえた土曜日の活用促進
◆高校段階での到達度テスト導入など高校教育の改善・充実
◆道徳教育の推進（「心のノート」の充実・配布，道徳の教科化の検討）
◆いじめ，暴力行為等の問題への取組の徹底
◆教員の資質能力向上（養成・採用・研修の一体的な改革）
◆全国学力・学習状況調査（全数調査の継続実施）
◆子どもの成長に応じた柔軟な教育システム等の構築に向けた，
学制の在り方を含めた検討 など

課題探求能力の修得（大学～）
⇒ どんな環境でも「答えのない問題」に
最善解を導くことができる力を養う。

自立・協働・創造に向けた力
の修得（生涯全体）

⇒ 社会を生き抜くための力を生涯を
通じて身に付けられるようにする。

社会的・職業的自立に向けた力の育成
★進路への意識向上や雇用状況（就職率，早期離職率等）の改善に向けた取組の増加（インターンシップ等の実施状況の改善，大学等への社会人入学者倍増）など

◆体系的･系統的なキャリア教育の充実 ◆大学・専修学校等における分野別到達目標の普及，第三者評価制度の構築
◆学生等への就職支援体制強化（就職・採用活動開始時期の変更等） ◆社会人（キャリアアップを目指す社会人，出産等により離職したが再就職を希望する女性など）の学び直しの機会の充実 など

社会を生き抜く力の養成１

１ ２ ３

４

生きる力の確実な育成（幼稚園～高校）
⇒ 生涯にわたる学習の基礎となる「自ら学び，
考え，行動する力」などを確実に育てる。

★学生の学修時間の増加（欧米並みの水準） など
◆学生の主体的な学び確立による大学教育の質的転換
（アクティブラーニング，教員サポート等）

◆大学情報の積極的発信
◆点からプロセスによる質保証を重視した高大接続
（高校段階での到達度テストの結果の活用を含め，志願者の意欲・

能力・適性等の多面的・総合的な評価に基づく入試への転換） など

◆現代的・社会的な課題に対応した学習等の推進
◆学校内外における様々な体験活動・読書活動の推進
◆学習の質の保証と学習成果の評価活用を推進
（評価・情報公開の仕組みの構築・普及，

教育支援人材の認証制度の推進など） など

きずな



就学前 義務教育 高等学校等 大学等

（２）未来への飛躍を実現する人材の養成

（３）学びのセーフティネットの構築

（４）絆づくりと活力あるコミュニティの形成

Ⅱ　４つの基本的方向性を支える環境整備

Ⅲ　東日本大震災からの復旧・復興支援

第２期教育振興基本計画における成果目標や基本施策の体系イメージ

基盤整備

キャリア・職業教育，
就職支援

新たな価値を創造する
人材

グローバル人材

安全・安心

学習支援・再チャレンジ

教育費負担軽減

家庭教育支援

ガバナンス

学習を通じたコミュニティ
形成・コミュニティによる
学習支援

Ⅰ　４つの基本的方向性に基づく方策

教育内容・方法，
教職員（質）

質保証

（１）社会を生き抜く力の養成

生涯学習（社会教育・家庭教育等）
学校教育

成果目標７：安全・安心な教育研究環境の確保

成果目標１：生きる力の確実な育成

成果目標５：社会全体の変化や新たな価値を主導・創造する人材等の養成

成果目標６：意欲ある全ての者への学習機会の確保

成果目標２：課題探求能力の修得

成果目標８：互助・共助による活力あるコミュニティの形成

成果目標４：社会的・職業的自立に向けた能力・態度の育成等

【施策１】教育内容・方法の充実 新学習指導要領、ＩＣＴの活用、高校教育の改善・充実、復興教育 等

【施策８】大学教育の質的転換
教学マネジメントの改善（シラバスの充実、教員の教育力向上など）、
学修支援環境の整備（ＴＡ等の充実、ＩＣＴを活用した双方向型授業、
図書館の機能強化）、大学院教育の改善・充実 等

【施策１２】

学習の質の保証、学習成果の評価・活用

【施策３０】 社会教育推進体制の強化
地域の様々な主体との連携・協働による地域課題
解決への支援

※成果目標１～８の全体に関係

【施策１１】
現代的・社会的課題に対応した学習等
男女共同参画学習、人権、環境、消費者、防災に

関する学習、自立した高齢期を送るための学習、
持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）、
体験活動・読書活動 等

成果目標３：自立・協働
創造に向けた力の修得

【施策２】豊かな心の育成
道徳、生徒指導、いじめ・暴力行為、体罰等への取組徹底、伝統・文化教育（文化芸術体験等）、体験活動 等

【施策３】健やかな体の育成 学校保健、学校給食、食育、スポーツ 等

【施策４】教員の資質能力向上 養成・採用・研修の一体的改革、適切な人事管理 等

【施策５】幼児教育の充実
幼児教育の質の向上、
幼児教育・保育の総合的提供 等

【施策６】特別なニーズに対応した教育 合理的配慮の基礎となる環境整備、海外で学ぶ子ども・帰国児童生徒・外国人の子どもへの教育環境の整備 等

【施策７】検証改善サイクルの確立 全国学力・学習状況調査、高校段階の学習の到達度を把握する仕組み 等 【施策９】教育の質保証 大学情報の発信、大学評価改善 等

【施策１０】柔軟な教育システムの構築 学校段階間の連携・接続、学制の在り方の検討、点からプロセスによる質保証（入試改革等） 等

【施策１３】キャリア教育・職業教育、社会への接続支援、中核的専門人材・高度職業人の育成 体系的・系統的なキャリア教育の充実、学校横断的な職業教育の推進、社会人が学びやすい学習システムの構築、学生への就職支援体制強化 等

【施策１４】多様で高度な学習機会等の確保 高専機能強化、ＳＳＨ、科学の甲子園 等
【施策１５】卓越した教育研究拠点の形成 大学院の機能強化 等

【施策１６】外国語教育、双方向の留学生交流・国際交流、大学等の国際化 外国語教育の抜本的強化、留学支援、秋入学に係る環境整備を含む大学等の国際化に向けた支援 等

【施策１７】教育費負担の軽減 幼児教育無償化への取組、義務教育段階の就学援助の実施、低所得世帯等の高校生への修学支援の充実、奨学金の充実、授業料減免 等

【施策１８】学習や社会生活に困難を有する者への教育支援 へき地や過疎地域等の学習環境整備、学校とハローワーク・地域若者サポートステーションとの連携 等

【施策１９】教育研究環境の整備や安全に関する教育など児童生徒等の安全の確保 学校施設の耐震化、非構造部材の耐震対策を含む防災機能強化、老朽化対策、安全教育の推進、地域社会・家庭・関係機関と連携した学校安全の推進 等

【施策２０】活力あるコミュニティ形成に向けた学習環境・協働体制整備
学校支援地域本部・放課後子ども教室、学校・公民館等を拠点にした地域コミュニティ形成、地域とともにある学校づくり（コミュニティ・スクール等）、地域スポーツクラブ育成、大学等における生涯学習機能の強化 等

【施策２１】ＣＯＣ構想 地域コミュニティの中核的存在としての大学機能強化 等

【施策２２】豊かなつながりの中での家庭教育支援 コミュニティの協働による家庭教育支援、課題を抱える家庭への支援、生活習慣づくりの推進 等

【施策２６】大学におけるガバナンスの機能強化

【施策２７】大学の機能強化（機能別分化）の推進

【施策２８】大学等の財政基盤の確立・施設整備
国立大学運営費交付金や私学助成の確実な措置、戦略的な施設整備 等

【施策２３】現場重視の学校運営・地方教育行政の改革

【施策２４】きめ細かで質の高い教育に対応するための教職員等の指導体制の整備
学級規模及び教職員配置の適正化 等

【施策２９】私立学校の振興 公財政支援の充実 等

【施策２５】良好で質の高い学びを実現する教育環境の整備 エコスクール、ＩＣＴ教育環境、学校図書館 等

Ⅲ 東日本大震災からの復旧・復興支援

きずな
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各国公私立大学長（大学院大学を除く）

各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 教 育 長

各 指 定 都 市 教 育 委 員 会 教 育 長

各 都 道 府 県 知 事
殿

高等学校を設置する学校設置会社を所轄

する構造改革特別区域法第12条第1項の

認定を受けた各地方公共団体の長

独立行政法人大学入試センター理事長

文部科学省高等教育局長

布 村 幸 彦

（印影印刷）

平成27年度大学入学者選抜に係る大学入試センター試験実施大綱について（通知）

平成21年３月の高等学校学習指導要領の改訂に伴い、平成24年度に入学した生徒から年次進行で先

行実施されている数学及び理科については平成27年度大学入試センター試験から、数学及び理科以外

の教科については平成28年度大学入試センター試験から、それぞれ新しい学習指導要領に対応した試

験を実施することとなります。

本件については、「平成27年度及び平成28年度大学入学者選抜に係る大学入試センター試験実施大

綱に係る予定について」（平成24年７月24日付け24文科高第387号文部科学副大臣通知）において予告

していたところですが、このたび、平成27年度大学入学者選抜に係る大学入試センター試験実施大綱

について、別紙のとおり定めましたので通知します。

各国公私立大学におかれては、平成27年度及び平成28年度以降の大学入学者選抜において課す大学

入試センター試験及び個別学力検査の教科・科目の設定及び入学志願者への予告・公表について遺漏

のないようお取り計らい願います。

また、高等学校（中等教育学校、高等部を置く特別支援学校を含む。以下同じ。）を設置する国立

大学にあっては設置する附属高等学校に対し、都道府県・指定都市教育委員会にあっては所管の高等

学校及び域内の市区町村教育委員会等に対し、都道府県知事にあっては所轄の高等学校に対し、構造

改革特別区域法第12条第1項の認定を受けた各地方公共団体の長にあっては認可した高等学校に対し、

別紙について、十分な周知をお願いします。

なお、平成27年度大学入学者選抜から大学入試センター試験に新たに参加する大学（大学の一部の

学部等について新たに利用する大学を含む。）及び参加を取り止める大学は、本実施大綱第４に定め

る通知等を行うこととなっていますので、念のため申し添えます。

【本件担当】
高等教育局大学振興課入試第一係 中村、梶濱
T E L：03-5253-4111（内線2469)
F A X：03-6734-3392
E-mail：gaknyusi@mext.go.jp
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平成27年度大学入学者選抜に係る大学入試センター試験実施大綱

(平成25年７月30日付け 25文科高第328号文部科学省高等教育局長通知）

平成27年度大学入学者選抜に係る大学入試センター試験の実施に関し必要な基本的事項について、次

のとおり定める。

第１ 実施の趣旨

大学入試センター試験は、入学志願者の高等学校の段階における基礎的な学習の達成の程度を判定

することを主たる目的とするものであり、各大学 (短期大学を含む。以下同じ｡)が、それぞれの判断

と創意工夫に基づき適切に利用することにより、大学教育を受けるにふさわしい能力・適性等を多面

的に判定することに資するために実施するものとする。

また、大学入試センター試験は、大学が共同して実施する試験であることを十分に認識し、試験の

実施に際しては、試験問題作成を担当する大学教員の派遣や実際の試験実施業務を担当すること等、

独立行政法人大学入試センター（以下「大学入試センター」という。）との緊密な連絡体制のもと、

参加大学それぞれが責任を持って取り組むものとする。

第２ 出題教科・科目等

１ 大学入試センター試験の出題教科・科目等は、別表のとおりとする。

２ 数学及び理科の出題科目について、旧教育課程（平成11年文部省告示第58号の高等学校学習指導

要領に基づく教育課程）を履修した入学志願者に対しては、大学入試センターが定めるところによ

り経過措置を講ずる。

第３ 各大学における利用

１ 各大学は、それぞれの判断と創意工夫に基づき、又は各大学の加盟する団体において協議された

ところに沿って、大学入試センター試験の利用方法を定めるものとする。

２ なお、各大学においては、複数の出題科目が用意されている教科の中から入学志願者に解答させ

る特定の出題科目を指定する場合は、入学志願者が複数の大学を志願し得るようにすること並びに

高等学校の専門教育を主とする学科及び総合学科の卒業者が普通教育を主とする学科の卒業者に比

べて不利にならないようにすることに配慮し、特定の１出題科目のみを指定することのないように

することが望ましい。

３ 大学入試センター試験の成績については、過去３年前のものまで、当該年度の入学者選抜に利用

することを認める取扱いとする。
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第４ 利用に係る通知等

１ 平成27年度大学入学者選抜から大学入試センター試験に新たに参加する大学 (大学の一部の学部

等について新たに利用する大学を含む。以下同じ｡)は、平成25年10月31日まで（やむを得ない場合

においても平成26年３月31日まで）に、大学入試センター試験の出題教科・科目のうち入学志願者

に解答させる教科・科目及び各大学ごとに実施する学力検査等（以下「個別学力検査等」とい

う。）の概要を文部科学省高等教育局長及び大学入試センター理事長に通知するものとする。

また、参加を取り止める場合（一部の学部等で利用を取り止める場合を含む。）も、同日までに

その旨を通知するものとする。

２ 上記の通知については、新たに参加する大学は別紙様式により行うものとする。

３ 各大学は通知後、その内容について各大学におけるホームページに掲載するなど、広く一般への

情報提供に努めるものとする。

第５ 実施期日等

１ 大学入試センター試験の実施期日については、１月13日以降の最初の土曜日及び翌日の日曜日と

し、平成27年度大学入試センター試験の実施期日は、平成27年１月17日（土）及び18日（日）とす

る。

２ 各大学は、大学入試センターと協力して、地域ごとに各大学の入学者選抜の実施責任者による連

絡会議を設置し、大学間の連絡調整等を行う世話大学を置くこと等により、各大学が共同して大学

入試センター試験の円滑な実施を図るものとする。

第６ 実施上の配慮事項等

１ 大学入試センター試験の試験場の割当てについては、原則として、入学志願者が居住する都道府

県内に所在する大学が設定する試験場で受験できるように配慮するものとする。

２ 障害のある入学志願者に対しては、障害の種類・程度に応じ、試験時間、出題、解答の方法、試

験室の設営等について適切な配慮を行うとともに、障害のある入学志願者の個々の困難の程度に応

じた柔軟な対応に努めるものとする。

３ 天災その他の事情により試験が実施できなかった場合の再試験及び病気その他のやむを得ない事

情により所定の試験を受験できなかった者に対する追試験は、必要に応じ、大学入試センターが定

めるところにより実施するものとする。

第７ 実施方法等に関する要項

大学入試センターは、この実施大綱に定めるもののほか、大学入試センター試験の実施方法、出題

教科・科目の詳細、時間割、試験場、出願手続、検定料、成績提供、経費等に関する要項を定め、平

成26年７月31日までに発表するものとする。
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（別表）

出 題 教 科 ・ 科 目

１ 出題教科・科目

教 科 出 題 科 目

国 語 『国語』

地理歴史 ｢世界史Ａ｣、 ｢世界史Ｂ｣、 ｢日本史Ａ｣、 ｢日本史Ｂ｣、 ｢地理Ａ｣、 ｢地理Ｂ｣

公 民 ｢現代社会｣、 ｢倫理｣、 ｢政治・経済｣、『倫理、政治・経済』

数 学 ｢数学Ⅰ｣、 『数学Ⅰ・数学Ａ』、 ｢数学Ⅱ｣、 『数学Ⅱ・数学Ｂ』、 ｢工業数理基礎｣、

『簿記・会計』、 『情報関係基礎』

理 科 「物理基礎」、「化学基礎」、「生物基礎」、「地学基礎」、｢物理｣、 ｢化学｣、

「生物」、｢地学｣

外 国 語 『英語』、 『ドイツ語』、 『フランス語』、 『中国語』、 『韓国語』

（注１）「 」『 』内記載のものを１出題科目とする。

（注２）『 』内記載のものは、二つの科目を総合したもの又は二つ以上の科目に共通する内容を盛り込
んだ出題科目とする。

（注３）外国語『英語』は、リスニングを含む。

２ 出題教科・科目の選択範囲及び試験時間

教 科 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 出 題 科 目 試 験 時 間

国 語 『国語』 80分

地理歴史 ｢世界史Ａ｣、 ｢世界史Ｂ｣、 ｢日本史Ａ｣、 ｢日本史Ｂ｣、 1科目選択 60分
｢地理Ａ｣、 ｢地理Ｂ｣ 2科目選択 130分

(うち解答時間
公 民 ｢現代社会｣、 ｢倫理｣、 ｢政治・経済｣、 120分)

『倫理、政治・経済』

数 学 ① ｢数学Ⅰ｣、 『数学Ⅰ・数学Ａ』 60分

② ｢数学Ⅱ｣、 『数学Ⅱ・数学Ｂ』、 ｢工業数理基礎｣、 60分
『簿記・会計』、 『情報関係基礎』

理 科 ① ｢物理基礎｣、「化学基礎」、「生物基礎」、「地学基礎」 2科目選択 60分

② ｢物理｣、 ｢化学｣、「生物」、｢地学｣ 1科目選択 60分
2科目選択 130分

(うち解答時間
120分)

外 国 語 『英語』、 『ドイツ語』、 『フランス語』、 【筆 記】80分
『中国語』、 『韓国語』

【ﾘｽﾆﾝｸﾞ】
(『英語』のみ)

60分
(うち解答時間

30分)

（注１）国語及び外国語（『英語』を除く。）は、各教科について１試験時間とし、地理歴史及び公民につ
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いては、合わせて１試験時間とする。数学及び理科は、①及び②の出題科目のグループごとに試験時

間を分けるものとする。外国語『英語』は、筆記とリスニングに試験時間を分けるものとする。

（注２）国語以外の教科（教科内にグループが設定されている場合は、グループ）については、入学志願者
は各大学の指定に従い、以下の通り解答する。

１．地理歴史及び公民については、１又は２の出題科目を選択

２．理科については、①及び②のうちから最大３出題科目を選択することとし、具体的には次のと
おりとする。

Ａ「物理基礎」、「化学基礎」、「生物基礎」及び「地学基礎」の４出題科目のうちから２出題

科目を選択

Ｂ「物理」、「化学」、「生物」及び「地学」の４出題科目のうちから１出題科目を選択

Ｃ「物理基礎」、「化学基礎」、「生物基礎」及び「地学基礎」の４出題科目のうちから２出題

科目を選択、並びに「物理」、「化学」、「生物」及び「地学」の４出題科目のうちから１出

題科目を選択

Ｄ「物理」、「化学」、「生物」及び「地学」の４出題科目のうちから２出題科目を選択

３．それ以外の教科については、１出題科目を選択

なお、地理歴史及び公民では同一名称を含む科目の組合せを２科目として選択することはできない。
（注３）外国語において『英語』を選択する入学志願者は、原則として、筆記とリスニングの双方を解答す

る。
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別紙様式

平成27年度大学入学者選抜における大学入試センター試験の教科・科目等の利用方法について

（大学入試センター試験に新たに参加する大学及び利用する学部の通知）

大 学 名 利用する学部・学科名 利 用 す る 入学 志願者 に解答 個別学力検査
備 考

（所 在 地） （課程、専攻等）名 選抜の対象 させる教科・科目名 等 の 概 要
（総入学定員）

〔記入例〕

○○大学 一般入試の定員
（○○県○○市） の一部について

利用

○○学部 前期
○○学科（○○人） ○○学科（○○人） ○国（近代以降の文章）、 ○課さない ○「国語」「地

地歴（世Ａ、世Ｂ、日 歴」「公民」
後期 Ａ、日Ｂ、地理Ａ、地理 「理科」につ
○○学科（○○人） Ｂから１）、公民（現 いて３教科・

・ 社、倫、政経、倫・政経 科目以上受験
から１）、理（基礎を付 した場合は高
した科目から２、物、 得点の科目を
化、生、地学から１） 合否判定に使

・ から２ 用。
○数（数Ⅰ・数Ａと数Ⅱ・
数Ｂ、簿、情報から１） ○「理科」につ

○外（英） いて基礎を付
した科目は２
科目の合計点
を１科目の得
点とみなす。

記入上の注意

1. 「利用する学部・学科（課程、専攻等）名」の欄には、学部等の単位で記入すること。ただし、同一学部等であっても、

学科等ごとに異なる入学者選抜を実施する等の場合には、異なる単位ごとに分けて記入すること。なお、入学定員の人数に

ついては、当該学部・学科の総入学定員の人数を記入すること。

2. 「利用する選抜の対象」の欄には、大学入試センター試験の利用について、例えば、いわゆる一般入試の全部又は一部に

ついて利用、アドミッション・オフィス入試について利用、推薦入試、専門高校・総合学科卒業生入試について利用、第２

次募集による選抜について利用等、大学入試センター試験を課す選抜の対象及び募集人員を記入すること。

3. 「入学志願者に解答させる教科・科目名」の欄には、当該学部・学科（課程、専攻等）で入学志願者に解答させる教科・

科目名を記入すること。教科・科目名については、国、地歴（世Ａ、世Ｂ、日Ａ、日Ｂ、地理Ａ、地理Ｂ）、公民（現社、

倫、政経、倫・政経）、数（数Ⅰ、数Ⅰ・数Ａ、数Ⅱ、数Ⅱ・数Ｂ、工、簿、情報）、理（物基、化基、生基、地学基、物、

化、生、地学）、外（英、独、仏、中、韓）のように略して記入すること。

なお、専門教育を主とする学科の卒業者のみに解答させる科目については、その旨を記入すること。

4. 「個別学力検査等の概要」の欄には、「利用する選抜の対象」の欄に記入した対象ごとに、個別学力検査等の概要を記

入すること。この場合、学力検査を実施する場合には、実施する教科・科目名を記入し（上記３の略のあるものは略して

記入すること。）、また、小論文、面接等を実施する場合には、その旨を記入すること。

（記入例）

〔例１〕 地歴（世Ｂ、日Ｂ、地理Ｂから１）、外（英、独、仏、中、韓から１）、面接

〔例２〕 理（物基及び化基又は物、化から１）、外（英）、小論文、実技検査

5． 国語において特定の分野についてのみ利用する場合は、備考欄にその旨を記入すること。また、外国語（『英語』）にお

いて、リスニングの成績を利用しない場合は、備考欄にその旨記入すること。

6. 成績の複数年度利用を行う場合は、備考欄にその利用方法について記入すること。
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各国公私立大学長（大学院大学を除く）

各 都 道 府 県 知 事 殿

各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 教 育 長

文部科学副大臣

高 井 美 穂

(印影印刷)

平成27年度及び平成28年度大学入学者選抜に係る大学入試センター試験

実施大綱に係る予定について（通知）

平成21年３月の高等学校学習指導要領の改訂に伴い、平成24年度に入学した生徒から年

次進行で先行実施されている数学及び理科については平成27年度大学入試センター試験か

ら、数学及び理科以外の教科については平成28年度大学入試センター試験から、それぞれ

新しい学習指導要領に対応した試験を実施することとしております。

このうち、数学及び理科の出題科目等については、国公私立大学及び高等学校関係者等

の協議も踏まえ、平成25年５月頃に予定している正式決定に先立ち 「平成27年度大学入、

学者選抜に係る大学入試センター試験実施大綱に係る予定について （平成23年５月31日」

付け23文科高第231号文部科学副大臣通知）において予定している内容について通知した

ところです。

一方、平成24年度大学入試センター試験において発生した地理歴史及び公民の問題冊子

配付ミス等のトラブルを受け、文部科学省に設置した検証委員会が取りまとめた報告書に

おいては、新しい学習指導要領の実施に対応した平成27年度センター試験以降の実施内容

・方法等について、トラブルの未然防止を図る観点から可能な限り簡素化するよう指摘が

なされているところです。

このため 「平成27年度大学入学者選抜に係る大学入試センター試験実施大綱に係る予、

定について」は、下記のとおり変更いたします。なお、本通知に伴い平成23年５月31日付

け23文科高第231号文部科学副大臣通知は廃止します。

また、平成26年５月頃に発出予定の「平成28年度大学入学者選抜に係る大学入試センタ

ー試験実施大綱」において定める出題教科・科目等については、下記のとおりとする予定

ですので、あらかじめお知らせいたします。

各国公私立大学におかれては、平成27年度及び平成28年度以降の大学入学者選抜におい

て課す大学入試センター試験及び個別学力検査の教科・科目の設定（既に公表している場

合の変更を含む。以下同じ 、入学志願者への予告等に遺漏のないようお取り計らい願い。）

ます。

なお、従来 「大学入学者選抜実施要項 （文部科学副大臣通知）により 「個別学力検、 」 、



査及び大学入試センター試験において課す教科・科目の変更等が入学志願者の準備に大き

な影響を及ぼす場合には、２年程度前には予告・公表する」こととしていますが、今回の

高等学校学習指導要領の改訂に伴う平成27年度及び平成28年度大学入学者選抜において課

す大学入試センター試験及び個別学力検査の教科・科目の設定についても可能な限り早期

に検討し、予告・公表するようお願いします。

また、高等学校（中等教育学校、高等部を置く特別支援学校を含む。以下同じ ）を設。

置する国立大学、各都道府県教育委員会及び各都道府県におかれては、附属高等学校、域

内の市町村教育委員会及び所管の高等学校に対する周知について、御配慮願います。

記

１．平成27年度大学入学者選抜に係る大学入試センター試験実施大綱において定める出

題教科・科目
※アンダーラインは新指導要領に対応した出題科目

教 科 ｸ゙ ﾙー ﾌ゚ 出 題 科 目

国 語 「国語」

地理歴史 ｢世界史Ａ｣、 ｢世界史Ｂ｣、 ｢日本史Ａ｣、 ｢日本史Ｂ｣、
｢地理Ａ｣、 ｢地理Ｂ｣、

公 民 ｢現代社会｣、 ｢倫理｣、 ｢政治・経済｣「倫理、政治・経済」、

数 学 ① ｢数学Ⅰ｣、「数学Ⅰ・数学Ａ」

② ｢数学Ⅱ｣、「数学Ⅱ・数学Ｂ、 ｢工業数理基礎｣、」
「簿記・会計、「情報関係基礎」」

理 科 ｢物理基礎｣「化学基礎 「生物基礎 「地学基礎、、 」、 」、 」
｢物理｣、 ｢化学｣「生物、｢地学｣、 」

外国語 「英語、「ドイツ語、「フランス語、」 」 」
「中国語、「韓国語」」

〔補足（平成28年度以降も同じ 〕。）

１）数学は、①及び②の出題科目のグループごとに試験時間を分けるものとする。

２）入学志願者は各大学の指定に従い、以下のとおり解答するものとする。

①数学については、各グループにつき１出題科目を選択

②理科については、上記８出題科目のうちから最大３出題科目を選択することとし、具体

的には次のとおりとする。

Ａ「物理基礎 「化学基礎 「生物基礎」及び「地学基礎」の４出題科目のうちから」、 」、

２出題科目を選択

Ｂ「物理 「化学 「生物」及び「地学」の４出題科目のうちから１出題科目を選択」、 」、

Ｃ「物理基礎 「化学基礎 「生物基礎」及び「地学基礎」の４出題科目のうちから」、 」、

２出題科目を選択、並びに「物理 「化学 「生物」及び「地学」の４出題科目の」、 」、

うちから１出題科目を選択

Ｄ「物理 「化学 「生物」及び「地学」の４出題科目のうちから２出題科目を選択」、 」、

３）試験時間については、決定次第すみやかに周知を図る予定であること。

※ が平成23年５月31日付け23文科高第231号文部科学副大臣通知からの変更であり、こ



、 「 」、「 」、「 」の変更に伴い 大学入試センター試験参加大学は 物理基礎 化学基礎 生物基礎

及び「地学基礎」の４出題科目のうちから１出題科目のみを指定することはできないこ

ととなる。

２．平成28年度大学入学者選抜に係る大学入試センター試験実施大綱において定める出

題教科・科目

教 科 ｸ゙ ﾙー ﾌ゚ 出 題 科 目

国 語 「国語」

地理歴史 ｢世界史Ａ｣、 ｢世界史Ｂ｣、 ｢日本史Ａ｣、 ｢日本史Ｂ｣、
｢地理Ａ｣、 ｢地理Ｂ｣、

公 民 ｢現代社会｣、 ｢倫理｣、 ｢政治・経済｣「倫理、政治・経済」、

数 学 ① ｢数学Ⅰ｣、「数学Ⅰ・数学Ａ」

② ｢数学Ⅱ｣、「数学Ⅱ・数学Ｂ、「簿記・会計、「情報関係基礎」」 」

理 科 ｢物理基礎｣「化学基礎 「生物基礎 「地学基礎、、 」、 」、 」
｢物理｣、 ｢化学｣「生物、｢地学｣、 」

外国語 「英語、「ドイツ語、「フランス語、」 」 」
「中国語、「韓国語」」

３．本通知は、平成25年及び26年の５月頃にそれぞれ発出予定の「平成27年度大学入学

者選抜に係る大学入試センター試験実施大綱」及び「平成28年度大学入学者選抜に係

る大学入試センター試験実施大綱」において定める出題教科・科目等の予定について

周知するものであり、今後の試験実施状況等に応じて変更し得るものであること。

【本件担当】

高等教育局大学振興課入試第一係 中村、森

：03 5253 4111（内線2469)T E L - -
：03 6734 3392F A X - -

E-mail @mext go jp： . .gaknyusi
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平成 21 年告示高等学校学習指導要領に対応した 

大学入試センター試験の数学，理科の出題科目等について 

 

平 成 2 3 年 ４ 月 １ 日 

独立行政法人大学入試センター 

                             平 成 2 4 年 ７ 月 2 4 日 

独立行政法人大学入試センター 

一部変更

 

 

 平成 21 年３月に新しい高等学校学習指導要領（以下，新指導要領という。）が告示され，高等学

校においては，平成 25 年度から（数学，理科については，平成 24 年度から）新指導要領に基づく

学習が学年進行で実施される。 

 大学入試センター試験は，大学入学志願者の高等学校段階における基礎的な学習の達成の程度を

判定することを目的として実施されていることから，平成 28 年度大学入試センター試験から（数学，

理科については，平成 27 年度から）新指導要領に対応したものとする必要がある。 

 このため，大学入試センターでは，平成 21 年３月から大学や高等学校の関係者で構成する試験企

画委員会，大学入試センター試験等の改善に関する懇談会等において，新指導要領に対応した大学

入試センター試験の出題教科・科目について， 

⑴ 大学入学志願者の高等学校段階の学力を客観的に把握すること及び大学における個別学力試験

との組合せ等により個性・特色に応じた多様な入学者選抜の実施に資すること 

⑵ 新指導要領が必要最低限の知識・技能と教養の幅を確保するという「共通性」と学校の裁量や

生徒の選択の幅の拡大という「多様性」のバランスに配慮していることを踏まえ，必履修教科・

科目を尊重しつつ，大学進学希望者の学習意欲を含めた学力の育成に資すること 

の観点から検討を行っている。 

平成 27 年度からの大学入試センター試験において，新指導要領に対応する数学，理科の２教科に

ついては，これらを出題教科とすること及びこれらの出題科目に関して，平成 22 年 12 月 10 日時点

における検討状況を明らかにし，関係団体等の意見を求めたところであり，寄せられた意見を参考

にして，このたび一定の結論を得ることとなった。 

なお，数学及び理科以外の出題教科・科目等（専門学科において開設される教科・科目を含む。）

については，平成 23 年秋頃を目途に検討状況を中間的に取りまとめ，関係団体等の意見を求めた上

で，平成 24 年春頃を目途に一定の結論を得ることとしたい。 

また，大学入試センター試験に参加する各大学は，新指導要領の実施に伴う大学入試センター試

験の出題教科・科目の利用方法を定めるに当たっては，当該大学・学部等の教育理念，教育内容等

に応じた入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に基づくとともに，高等学校の多様な教育

課程にも十分配慮することが望まれる。 

 さらに，新指導要領により学ぶ高校生が安心して進路を決定することができるよう，大学入試セ

ンター試験の出題教科・科目の利用方法や，大学が実施する個別学力試験についての情報提供を例

年に比して，前倒しできるよう大学入試センターとして協力を求める。 

 今後，大学入試センターでは，新指導要領に対応した問題作成等の具体的な事項についての検討

を行い，平成 27 年度からの大学入試センター試験の実施に万全を期す所存であるので，関係各位の

より一層の御支援を願う次第である。 
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○ 数学，理科の出題科目等 

 平成 24 年度から新指導要領により実施される数学及び理科の平成 27 年度大学入試センター試験

の出題科目等については，次のとおりとする。 

 なお，各科目の出題は，当該科目の履修の前提として履修する科目（例えば，「数学Ⅱ」の場合

は「数学Ⅰ」，「生物」の場合は「生物基礎」等）において取り扱われている関連内容を含むもの

とする。 

 また，試験時間及び配点については，現行の大学入試センター試験との継続性を勘案して定める

こととし，決定次第，公表することとする。 

 

 

数 学 

  ⑴ 出題科目及び出題範囲 

出題科目は「数学Ⅰ」，「数学Ⅰ・数学Ａ」，「数学Ⅱ」及び「数学Ⅱ・数学Ｂ」の４科

目とする。 

「数学Ⅰ」は「数学Ⅰ」のすべてを出題範囲とし，「数学Ⅰ・数学Ａ」は「数学Ⅰ」及び

「数学Ａ」のすべてを出題範囲とする。 

「数学Ⅱ」は「数学Ⅱ」のすべてを出題範囲とし，「数学Ⅱ・数学Ｂ」は「数学Ⅱ」及び

「数学Ｂ」のすべてを出題範囲とする。 

   （注１）「数学Ⅰ・数学Ａ」の出題範囲のうち，「数学Ａ」については，３項目の内容（場合の 

      数と確率，整数の性質，図形の性質）のうち，２項目以上を履修した者に対応した出題と 

し，問題を選択解答させる。 

   （注２）「数学Ⅱ・数学Ｂ」の出題範囲のうち，「数学Ｂ」については，３項目の内容（確率分 

      布と統計的な推測，数列，ベクトル）のうち，２項目以上を履修した者に対応した出題と 

し，問題を選択解答させる。 

 

⑵ 出題科目の選択方法 

    出題科目を，次の２つのグループに分け，それぞれのグループにおいて，以下のうちの１

科目を選択解答させる。 

     グループ①：「数学Ⅰ」，「数学Ⅰ・数学Ａ」 

     グループ②：「数学Ⅱ」，「数学Ⅱ・数学Ｂ」 

   

  （説 明） 

   新指導要領では，６科目（「数学Ⅰ」，「数学Ⅱ」，「数学Ⅲ」，「数学Ａ」，「数学Ｂ」

及び「数学活用」）が設定され，これらのうち「数学Ⅰ」が必履修科目となっている。このた

め，「数学Ⅰ」を出題するとともに，大学・学部によっては，数学に関するより広範な素養が

求められることから，「数学Ⅰ・数学Ａ」，「数学Ⅱ」及び「数学Ⅱ・数学Ｂ」を出題する。  

 なお，「数学Ａ」及び「数学Ｂ」については，新指導要領の「数学Ａ」及び「数学Ｂ」が，

それぞれ３項目の内容で構成されており，３項目の内容をすべて履修させるには３単位程度を
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要するが，標準単位数は２単位であり，新指導要領の中で，その内容の取扱いについて，それ

ぞれの科目において３項目の中から適宜選択させるものとされていることから，大学入試セン

ター試験においては，それぞれ３項目の内容を出題し，その中から２項目の内容を選択解答さ

せることとする。 

 

 

理 科 

  ⑴ 出題科目及び出題範囲 

出題科目は「物理基礎」，「化学基礎」，「生物基礎」，「地学基礎」，「物理」，「化

学」，「生物」及び「地学」の８科目とする。 

「物理基礎」は「物理基礎」のすべてを，「化学基礎」は「化学基礎」のすべてを，「生

物基礎」は「生物基礎」のすべてを，「地学基礎」は「地学基礎」のすべてを出題範囲とす

る。 

「物理」は「物理」のすべてを，「化学」は「化学」のすべてを，「生物」は「生物」の

すべてを，「地学」は「地学」のすべてを出題範囲とする。 

    

  ⑵ 出題科目の選択方法 

    大学入試センター試験に参加する大学が定める出題科目の選択方法は以下のとおりとする。 

   Ａ 「物理基礎」，「化学基礎」，「生物基礎」及び「地学基礎」の４科目から２科目を選

択解答させる。 

   Ｂ 「物理」，「化学」，「生物」及び「地学」の４科目から１科目を選択解答させる。 

   Ｃ 「物理基礎」，「化学基礎」，「生物基礎」及び「地学基礎」の４科目から２科目並び

に「物理」，「化学」，「生物」及び「地学」の４科目から１科目を選択解答させる。 

Ｄ 「物理」，「化学」，「生物」及び「地学」の４科目から２科目を選択解答させる。 

 

  （説 明） 

   新指導要領では，10 科目（「科学と人間生活」，「物理基礎」，「化学基礎」，「生物基

礎」，「地学基礎」，「物理」，「化学」，「生物」，「地学」及び「理科課題研究」）が

設定されており，これらのうち，「科学と人間生活」，「物理基礎」，「化学基礎」，「生

物基礎」及び「地学基礎」のうちから２科目（うち１科目は「科学と人間生活」を含む。）

又は「物理基礎」，「化学基礎」，「生物基礎」及び「地学基礎」から３科目を選択して必

履修することになっている。 

   しかしながら「科学と人間生活」については，新指導要領において，身近な事物・現象に

関する観察，実験などを通して理解させ，科学的な見方や考え方を養うとともに，科学に対

する興味・関心を高めることを目標とするとされている。このため，当該科目を出題した場

合，大学入試センター試験が科目本来の設定趣旨を歪めるおそれや，高等学校における教育

内容に大きな影響を与える可能性があることから，出題しないこととし，「物理基礎」，「化

学基礎」，「生物基礎」及び「地学基礎」の４科目を出題する。 

3 
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   また，大学・学部によっては，理科に関するより広範な素養が求められることから，「物

理」，「化学」，「生物」及び「地学」の４科目を出題することとするが，この出題方法に

ついては，高等学校の教育課程の現状を踏まえ，受験者の大幅な負担増とならないよう，例

えば，選択問題を配置するなど，一定の配慮を行うこととし，さらに検討を深める。 

   なお，「基礎を付していない科目」は「基礎を付した科目」の２科目を合わせた試験時間

及び配点とする予定である。 

   出題科目の選択方法については，各科目の内容等を踏まえて，広く選択の幅を用意するこ

ととしているが，「基礎を付した科目」は２科目を選択解答させるため，「基礎を付した科

目」を利用する大学においては２科目を指定することとし，１科目だけを指定することはで

きないものとする。なお，「基礎を付した科目」を指定する大学においては，「基礎を付し

ていない科目」を受験した者に対しても受験資格を付与することが可能となるよう，各大学

に協力を求める。 

    

以 上 



参考 

学習指導要領と大学入試センター試験の数学，理科の出題科目の対比表 

現行 改訂後  

学習指導要領 学習指導要領 

科目 必履修科目 
大学入試ｾﾝﾀｰ試験 

科目 必履修科目 

大学入試ｾﾝﾀｰ試験 

（平成 27 年度から）

 

数 

 

学 

「数学基礎」(2) 

「数学Ⅰ」(3) 

「数学Ⅱ」(4) 

「数学Ⅲ」(3) 

「数学Ａ」(2) 

「数学Ｂ」(2) 

「数学Ｃ」(2) 

 ○ 「数学Ⅰ」 

「数学Ⅰ・ 

数学Ａ」 

「数学Ⅱ」 

「数学Ⅱ・ 

数学Ｂ」 

 

 

 

 

「数学Ⅰ」(3) 

「数学Ⅱ」(4) 

「数学Ⅲ」(5) 

「数学Ａ」(2) 

「数学Ｂ」(2) 

「数学活用」(2) 

○２単位まで減可 「数学Ⅰ」 

「数学Ⅰ・ 

数学Ａ」 

「数学Ⅱ」 

「数学Ⅱ・ 

数学Ｂ」 

理 

 

科 

「理科基礎」(2) 

「理科総合Ａ」(2) 

「理科総合Ｂ」(2) 

「物理Ⅰ」(3) 

「物理Ⅱ」(3) 

「化学Ⅰ」(3) 

「化学Ⅱ」(3) 

「生物Ⅰ」(3) 

「生物Ⅱ」(3) 

「地学Ⅰ」(3) 

「地学Ⅱ」(3) 

  

 

「 理 科 基

礎」「理科

総 合 Ａ 」

「 理 科 総

合Ｂ」から

１ 科 目 以

上 を 含 め

た２科目 

「理科総合Ａ」 

「理科総合Ｂ」 

「物理Ⅰ」 

「化学Ⅰ」 

「生物Ⅰ」 

「地学Ⅰ」 

 

「科学と人間生活」(2)

「物理基礎」(2) 

「物理」(4) 

「化学基礎」(2) 

「化学」(4) 

「生物基礎」(2) 

「生物」(4) 

「地学基礎」(2) 

「地学」(4) 

「理科課題研究」(1)

 

 

「科学と人

間生活」を

含 む ２ 科

目 又 は 基

礎 を 付 し

た科目を３

科目 

「物理基礎」 

「化学基礎」 

「生物基礎」 

「地学基礎」 

「物理」 

「化学」 

「生物」 

「地学」 

 

Ａ ①から２科目選択 

Ｂ ②から１科目選択 

Ｃ ①から２科目及び②

から１科目選択 

Ｄ ②から２科目選択 

 

教科 

区分 

１科目 

選択 

１科目 

選択 

１科目 

選択 
１科目 

選択 

①
１科目又 

は２科目 

選択 

②

注 （ ）内の数字は，学習指導要領で定める標準単位数を示す。 

 



（参考資料１-２） 

平 成 ２ ４ 年 ７ 月 ２ ４ 日 

独立行政法人大学入試センター 

 

 

平成 27 年度大学入試センター試験からの理科の出題方法等の一部変更について 

 

 

平成 21 年３月に告示された高等学校学習指導要領に対応した平成 27年度大学入試センター試験

からの数学，理科の出題方法等については，大学入試センターの試験企画委員会等の議を経て，平

成 23年４月に当センターとしての一定の結論を得て公表しました。その後，当センター内に新教育

課程試験問題調査研究委員会を設置し，作題の可能性について，また，理科に関しては試験時間等

についても，さらに検討を進めてきたところです。 

大学入試センター試験においては，従前から，多様な科目選択の幅を確保することができるよう，

大学及び高等学校からの要望があることに鑑み，平成 24年度大学入試センター試験において科目選

択の弾力化を実現し，平成 27年度からの大学入試センター試験の出題方法等についても，同様に実

施することを想定していたところです。 

しかしながら，平成 24年度大学入試センター試験で発生した実施上の様々な問題を受け，文部科

学省に設置された検証委員会報告書において，大学入試センター試験の実施方法が複雑化している

ことが指摘され，平成 27年度大学入試センター試験の実施内容・方法等については可能な限りシン

プルなものとする必要があると提言されております。 

このことから，当センターの関係委員会において，様々な観点から改めて実施方法について検討

をした結果，平成 23年４月公表の理科の出題方法等をそのまま実行に移した場合，実施方法がさら

に複雑化し，運用面でのリスクが高くなるとの判断に至りました。このため，平成 23年４月に通知

した平成 27年度大学入試センター試験からの理科の出題方法等について，下記のとおり一部変更す

ることにより，大学入試センター試験の円滑な実施に万全を期すことといたします。 

 

記 

 

  平成 23年４月４日付入試セ事一第１号で通知した「平成 21年告示高等学校学習指導要領に対

応した大学入試センター試験の数学，理科の出題科目等について」の理科の出題科目の選択方法

を次の１のとおり変更するとともに，大学における理科の「基礎を付した科目」の指定方法を２

のとおり変更する。 

 

 
１ 理科の「基礎を付した科目」の選択及び解答方法 

理科の「基礎を付した科目」は，試験時間 60分で「物理基礎」，「化学基礎」，「生物基礎」及

び「地学基礎」の４科目のうちから，受験者に対し，２科目を選択解答させることとする。 

 

 



変更前 

Ａ 「物理基礎」，「化学基礎」，「生物基礎」及び「地学基礎」の４科目から２科目又は１科目

を選択解答させる。 

Ｂ 「物理」，「化学」，「生物」及び「地学」の４科目から１科目を選択解答させる。 

Ｃ 「物理基礎」，「化学基礎」，「生物基礎」及び「地学基礎」の４科目から２科目又は１科目

並びに「物理」，「化学」，「生物」及び「地学」の４科目から１科目を選択解答させる。 

Ｄ 「物理」，「化学」，「生物」及び「地学」の４科目から２科目を選択解答させる。 

 

 

 

変更後 

Ａ 「物理基礎」，「化学基礎」，「生物基礎」及び「地学基礎」の４科目から２科目を選択解答

させる。 

Ｂ 「物理」，「化学」，「生物」及び「地学」の４科目から１科目を選択解答させる。 

Ｃ 「物理基礎」，「化学基礎」，「生物基礎」及び「地学基礎」の４科目から２科目並びに「物

理」，「化学」，「生物」及び「地学」の４科目から１科目を選択解答させる。 

Ｄ 「物理」，「化学」，「生物」及び「地学」の４科目から２科目を選択解答させる。 

 

２ 大学における理科の「基礎を付した科目」の指定方法 

理科の「基礎を付した科目」は，大学の科目指定においても１科目のみの指定はできないこ

ととする。 

 

 ※ 「基礎を付した科目」… 「物理基礎」，「化学基礎」，「生物基礎」，「地学基礎」をいう。 



（参考資料１-３） 

平成 27 年度大学入試センター試験からの理科の出題方法等の一部変更 該当箇所 

変更前 変更後 

平成 21 年告示高等学校学習指導要領に対応した 

大学入試センター試験の数学，理科の出題科目等について 

 

理 科 

  ⑴ (略) 

 

⑵ 出題科目の選択方法 

    大学入試センター試験に参加する大学が定める出題

科目の選択方法は以下のとおりとする。 

   Ａ 「物理基礎」，「化学基礎」，「生物基礎」及び「地

学基礎」の４科目から２科目又は１科目を選択解答

させる。 

   Ｂ 「物理」，「化学」，「生物」及び「地学」の４科目

から１科目を選択解答させる。 

   Ｃ 「物理基礎」，「化学基礎」，「生物基礎」及び「地

学基礎」の４科目から２科目又は１科目並びに「物

理」，「化学」，「生物」及び「地学」の４科目から１

科目を選択解答させる。 

Ｄ 「物理」，「化学」，「生物」及び「地学」の４科目

から２科目を選択解答させる。 

 

  （説 明） 

  (略) 

 

   しかしながら「科学と人間生活」については，新指

導要領において，身近な事物・現象に関する観察，実

験などを通して理解させ，科学的な見方や考え方を養

うとともに，科学に対する興味・関心を高めることを

目標とするとされている。このため，当該科目を出題

した場合，大学入試センター試験が科目本来の設定趣

旨を歪めるおそれや，高等学校における教育内容に大

きな影響を与える可能性があることから，出題しない

こととし，「物理基礎」，「化学基礎」，「生物基礎」及

び「地学基礎」の４科目を出題する。この際，高等学

校で「科学と人間生活」及び「基礎を付した科目」１

科目を履修する者がいることを踏まえ，大学入試セン

ターから提供される成績を活用することにより，大学

入試センター試験に参加する大学は，「基礎を付した

科目」１科目だけを指定することも可能とすることと

する。 

 

(略)    

 

   なお，「基礎を付していない科目」は「基礎を付し

た科目」に比して試験時間及び配点において，２倍と

なることを想定している。 

出題科目の選択方法については，各科目の内容等を

踏まえて，広く選択の幅を用意することとしている

が，「基礎を付した科目」を指定する大学においては，

「基礎を付していない科目」を受験した者に対して

も受験資格を付与することが可能となるよう，各大

学に協力を求める。 

 

  

 

 

 

 

 

平成 21 年告示高等学校学習指導要領に対応した 

大学入試センター試験の数学，理科の出題科目等について 

 

理 科 

  ⑴ (略) 

 

⑵ 出題科目の選択方法 

    大学入試センター試験に参加する大学が定める出題

科目の選択方法は以下のとおりとする。 

   Ａ 「物理基礎」，「化学基礎」，「生物基礎」及び「地

学基礎」の４科目から２科目を選択解答させる。 

   Ｂ 「物理」，「化学」，「生物」及び「地学」の４科目

から１科目を選択解答させる。 

   Ｃ 「物理基礎」，「化学基礎」，「生物基礎」及び「地

学基礎」の４科目から２科目並びに「物理」，「化学」，

「生物」及び「地学」の４科目から１科目を選択解

答させる。 

Ｄ 「物理」，「化学」，「生物」及び「地学」の４科目

から２科目を選択解答させる。 

 

 

  （説 明） 

  (略) 

 

   しかしながら「科学と人間生活」については，新指

導要領において，身近な事物・現象に関する観察，実

験などを通して理解させ，科学的な見方や考え方を養

うとともに，科学に対する興味・関心を高めることを

目標とするとされている。このため，当該科目を出題

した場合，大学入試センター試験が科目本来の設定趣

旨を歪めるおそれや，高等学校における教育内容に大

きな影響を与える可能性があることから，出題しない

こととし，「物理基礎」，「化学基礎」，「生物基礎」及

び「地学基礎」の４科目を出題する。 

 

 

 

 

 

 

 

  (略) 
 

   なお，「基礎を付していない科目」は「基礎を付し

た科目」の２科目を合わせた試験時間及び配点とする

予定である。 

出題科目の選択方法については，各科目の内容等を

踏まえて，広く選択の幅を用意することとしている

が，「基礎を付した科目」は２科目を選択解答させる

ため，「基礎を付した科目」を利用する大学において

は２科目を指定することとし，１科目だけを指定する

ことはできないものとする。なお，「基礎を付した科

目」を指定する大学においては，「基礎を付していな

い科目」を受験した者に対しても受験資格を付与する

ことが可能となるよう，各大学に協力を求める。 

 

 

 

 



平成 27 年度大学入試センター試験からの理科の出題方法等の一部変更 該当箇所 

 

 

学習指導要領と大学入試センター試験の数学，理科の出題科

目の対比表 

 

 (略) 

 

Ａ ①から２科目又は１科目選択 

Ｂ ②から１科目選択 

Ｃ ①から２科目又は１科目及び②から１科目選択 

Ｄ ②から２科目選択 

 

※ Ｃ及びＤの試験時間及び配点は，Ａ及びＢの試験時間

及び配点の２倍となることを想定している。 

 

 

 
  

学習指導要領と大学入試センター試験の数学，理科の出題科

目の対比表 

 

 (略) 

 

Ａ ①から２科目選択 

Ｂ ②から１科目選択 

Ｃ ①から２科目及び②から１科目選択 

Ｄ ②から２科目選択 

 
 

 



1 

 

 

平成 21 年告示高等学校学習指導要領に対応した平成 28 年度 

大学入試センター試験からの出題教科・科目等について（最終まとめ） 

 

 

平 成 2 4 年 ５ 月 1 7 日 

独立行政法人大学入試センター 

 

  

 平成 21 年３月に新しい高等学校学習指導要領（以下，新指導要領という。）が告示され，高等学

校等においては，平成 25 年４月から新指導要領に基づく学習が年次進行で実施される。 

 今回の指導要領の改訂は，数学，理科などの一部の教科が他の教科よりも１年先行し，平成 24

年４月から新指導要領が実施される。このことに対応する必要から，大学入試センターでは平成 27

年度大学入試センター試験からの数学，理科に関し，この２教科を出題すること及び各出題教科か

ら選択させる科目を定め昨年４月に公表した。 

一方，平成 25 年４月から年次進行で実施される新指導要領に関しては，平成 28 年度大学入試セ

ンター試験からこれに対応した教科・科目とする必要がある。 

 このため，大学入試センターでは，平成 21 年３月から大学や高等学校の関係者で構成する試験企

画委員会，大学入試センター試験等の改善に関する懇談会において，新指導要領に対応した大学入

試センター試験の出題教科・科目について， 

⑴ 大学入学志願者の高等学校段階の学力を客観的に把握すること，及び大学における個別学力 

検査との組合せ等により個性・特色に応じた多様な入学者選抜の実施に資すること 

⑵ 新指導要領が必要最低限の知識・技能と教養の幅を確保するという「共通性」と，学校の裁

量や生徒の選択の幅の拡大という「多様性」のバランスに配慮していることを踏まえ，必履修

教科・科目を尊重しつつ，大学進学希望者の学習意欲を含めた学力の育成に資すること 

の観点から検討を行ってきた。 

平成 23 年 12 月に，その時点における検討状況を中間的に取りまとめて，この「中間まとめ」に

対する意見を関係団体に求めた。その結果，多くの貴重な意見が寄せられ，これらの意見を踏まえ，

今般，平成 28 年度大学入試センター試験からの出題教科・科目について一定の結論を得ることがで

きた。関係各位の多大なる御尽力に対し改めて感謝申し上げる。 

なお，大学入試センター試験に参加する各大学は，今後，新指導要領に対応した大学入試センタ

ー試験の出題教科・科目の利用方法を定めるに当たって，当該大学・学部等の教育理念，教育内容

等に応じた入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に基づくとともに，高等学校等の多様な

教育課程にも十分配慮することが望まれる。 

さらに，新指導要領により学ぶ高校生が安心して進路を決定できるよう，大学入試センター試験

の出題教科・科目の利用方法や，大学が実施する個別学力検査についての情報提供について，例年

に比して前倒しして行うように大学入試センターとして協力を求める。 

今後，大学入試センターでは，新指導要領に対応した出題教科・科目についての問題作成等の具

体的事項を検討し，平成 27 年度及び平成 28 年度からの大学入試センター試験の実施に万全を期す

enakamu
スタンプ
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所存であるので，関係各位のより一層の御支援を願いたい。 

具体的な出題教科及び科目は，以下に示すとおりである。 

 

１ 出題教科 

新指導要領に対応し，平成 25 年４月から高等学校等において実施される教科に関し，平成 28 年

度大学入試センター試験からは，数学，理科に加えて，必履修教科のうち，国語，地理歴史，公民

及び外国語の４教科を出題の対象とし，それぞれの教科の必履修科目及び選択科目の中から出題す

る。また，専門教育を主とする学科（以下，専門学科という。）における履修科目の出題について，

配慮する。 

なお，必履修教科のうち保健体育，芸術及び家庭の３教科については，これまでどおり出題の対

象としない。また，情報については，高等学校等の教育内容の実態や，大学入試センター試験参加

大学のニーズを踏まえ，平成 28 年度大学入試センター試験においては出題しないこととするが，平

成 29 年度大学入試センター試験以降の出題の可能性について引き続き検討する。 

 

２ 出題科目等 

 上記の出題教科に関する出題科目等については，以下のとおりとする。 

 なお，各出題教科・科目の試験時間及び配点については，現行の大学入試センター試験との継続

性も勘案しつつ定めることとし，決定次第，公表することとする。 

 

 

国 語 

  出題科目は「国語」１科目とし，「国語総合」のすべてを出題範囲とし，近代以降の文章，古

典（古文，漢文）を出題する。 

   

 （説 明） 

 新指導要領では，６科目（「国語総合」，「国語表現」，「現代文Ａ」，「現代文Ｂ」，「古

典Ａ」及び「古典Ｂ」）が設定され，これらのうち「国語総合」が必履修とされている。このた

め，「国語総合」１科目を「国語」として出題する。  

 なお，新指導要領により出題する「国語」は，大学入学者選抜の継続性に鑑み，現行の大学入

試センター試験の難易度と同程度の水準とする。 
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地理歴史 

  出題科目は「世界史Ａ」，「世界史Ｂ」，「日本史Ａ」，「日本史Ｂ」，「地理Ａ」及び「地

理Ｂ」の６科目とする。 

上記の各科目は，それぞれの科目のすべてを出題範囲とする。 

    

 （説 明） 

 新指導要領では，６科目（「世界史Ａ」，「世界史Ｂ」，「日本史Ａ」，「日本史Ｂ」，「地

理Ａ」及び「地理Ｂ」）が設定されており，これらのうち，「世界史Ａ」及び「世界史Ｂ」のう

ちから１科目，並びに「日本史Ａ」，「日本史Ｂ」，「地理Ａ」及び「地理Ｂ」のうちから１科

目の計２科目が必履修とされている。 

このため，すべての科目を出題する。 

    

 

公 民 
   

出題科目は「現代社会」，「倫理」，「政治・経済」及び「倫理，政治・経済」の４科目とす

る。 

上記の各科目は，それぞれの科目のすべてを出題範囲とする。 

 

（説 明） 

  新指導要領では，３科目（「現代社会」，「倫理」及び「政治・経済」）が設定されており，

これらのうち，「現代社会」１科目，又は「倫理」及び「政治・経済」の２科目のいずれか一方

が必履修とされている。 

このため,すべての科目を出題する。 

なお,平成 24 年度大学入試センター試験から導入した「倫理，政治・経済」については，引き

続き出題する。 

 

 

外国語 
   

出題科目は「英語」，「ドイツ語」，「フランス語」，「中国語」及び「韓国語」の５科目と

する。 

  「英語」は，「コミュニケーション英語Ⅰ」，「コミュニケーション英語Ⅱ」及び「英語表現

Ⅰ」のすべてを出題範囲とする。 

  「ドイツ語」，「フランス語」，「中国語」及び「韓国語」については，「英語」に準ずる。 

  なお，外国語リスニングについては，「英語」のみ実施する。 

 

 （説 明） 

  新指導要領では，「英語」の場合，７科目（「コミュニケーション英語基礎」，「コミュニケ

ーション英語Ⅰ」，「コミュニケーション英語Ⅱ」，「コミュニケーション英語Ⅲ」，「英語表

現Ⅰ」，「英語表現Ⅱ」及び「英語会話」）が設定されており，これらのうち「コミュニケーシ
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ョン英語Ⅰ」が必履修とされている。 

  しかしながら，新指導要領においては外国語教育の充実がうたわれており，我が国において外

国語教育の重要性がますます増していることに鑑み，必履修科目である「コミュニケーション英

語Ⅰ」に加えて「コミュニケーション英語Ⅱ」及び「英語表現Ⅰ」を出題範囲とする。 

  なお，「英語」以外の外国語については，「ドイツ語」，「フランス語」，「中国語」及び「韓

国語」を「英語」の出題範囲に準じて出題する。 

 

 

専門学科に関する科目 

  出題科目は「簿記・会計」及び「情報関係基礎」の２科目とする。 

「簿記・会計」については，「簿記」及び「財務会計Ⅰ」を総合した出題範囲とし，「財務会

計Ⅰ」については，株式会社の会計の基礎的事項を含め，「財務会計の基礎」を出題範囲とする。 

また，「情報関係基礎」は，農業，工業，商業，水産，家庭，看護，情報及び福祉の８教科に

設定されている情報に関する基礎的科目を出題範囲とする。 

（参考）情報に関する基礎的科目 

農業科：「農業情報処理」，工業科：「情報技術基礎」，商業科：「情報処理」，水産科：「海

洋情報技術」，家庭科：「生活産業情報」，看護科：「看護情報活用」，情報科：「情報産業と

社会」，福祉科：「福祉情報活用」 

 

（説 明） 

  専門学科に関する科目は，「中間まとめ」において「これらの科目のうち受験者数が他の教科・

科目と比較して極めて少ないものについては，平成 28 年度大学入試センター試験からの出題につ

いて慎重に検討する。」としていた。「工業数理基礎」，「簿記・会計」及び「情報関係基礎」

のここ数年の受験状況を見ると，「簿記・会計」は 1,300 人程度，「情報関係基礎」は 600 人余

りの受験者がいる。しかしながら「工業数理基礎」の受験者数は，近年減少傾向が継続し，過去

５年間では 70 人以下となっており，平成 24 年度大学入試センター試験では，42 人であった。 

また，工業系学科出身者の受験状況を見ると，「情報関係基礎」の受験者数が，「工業数理基

礎」の受験者数を常に相当数上回っており，「情報関係基礎」が工業系学科出身者の代替になっ

ている。このような状況から専門学科に関する科目は，「工業数理基礎」を除いた「簿記・会計」

及び「情報関係基礎」の２科目を継続して出題することとする。 

 

３ 旧教育課程を履修した者に対する措置 

  旧教育課程（平成 11 年３月文部省告示の高等学校学習指導要領に基づく教育課程）を履修した

高等学校等卒業者に対しては，出題する教科・科目の内容に応じて配慮を行うものとし，数学，

理科については平成 27 年度大学入試センター試験において，数学，理科以外の教科・科目につい

ては平成 28 年度大学入試センター試験において，その措置をとる。 



(電子メール施行)

教総第１４５５号

教高第２２１６号

平成19年11月28日

関 係 県 立 学 校 長 様

教 育 長

大学入学者選抜に係る進路指導事務の事故防止について（通知）

このことについて、各校においては、適正な執行に努められているところですが、今後、下記の事項に

も十分留意の上、進路指導事務についてより一層厳正に執行願います。

記

１ 大学入学者選抜における調査書等の作成に係る事務

(1) 調査書は、文部科学省高等教育局長通知の大学入学者選抜実施要項に基づいて作成する。

(2) 調査書等の作成にあたっては、起案・決裁を行う。

２ 大学入学者選抜等のスポーツ入試・推薦入学における出願決定に係る事務

(1) 大学等が示す「出願資格」、高校が定めた「出願・推薦基準」をあらかじめ生徒や保護者に周知す

る。

(2) スポーツ入試、指定校推薦、公募推薦等にかかわらず、出願を希望する生徒全員について、「出願

資格」や「出願・推薦基準」に適合しているかを点検・確認する組織（以下「推薦選考委員会等」と

いう。）により、適正な審議を行う。

(3) 推薦選考委員会等の審議を経て校長が、出願・推薦する生徒を決定する。

３ 文書事務の適正な執行

(1) 文書施行に当たり、公印の使用を要するものについては、公印の保管者又は公印取扱主任が、直接

押印審査を行い、審査に当たっては、決裁済文書と浄書文書の照合を行う。

(2) 公印の押印は、全ての文書について、公印保管者又は公印取扱主任が直接行う。



（電子メール施行）

教教第１２４９号

教高第１２０７号

平成23年５月13日

各 県 立 学 校 長 様

兵 庫 県 教 育 長

模擬試験の実施に係る服務の取扱いについて

進路指導上必要な模擬試験については、平成１２年１１月１３日付け教教第７４８号、教高第８２

０号「模擬試験等の実施について」により、模擬試験は週休日など正規の勤務時間外に実施し、その

服務は営利企業等従事とすることとしていました。

現在、多くの学校において、模擬試験は進路指導上必要なものとして、校長の責任の下になされる

教育活動の一環として行われていますが、この模擬試験の監督業務を、個々の教職員の営利企業への

従事許可とすることは、社会通念上、理解を得ることは困難な状況となっています。

ついては、模擬試験の監督業務等を行う場合の教職員の服務について、下記の要件に該当する場合

は、従前の取扱いを変更し、公務として取り扱うこととしますので、下記に留意のうえ適切に実施す

るようお願いします。

記

１ 公務となる要件

(1) 校長が進路指導上必要欠くことのできないものと判断し、校長の責任の下になされる教育活動

の一環として行われるものであること。

(2) 学校主催で実施する模擬試験について、内容等を総合的に検討し業者選定が行われていること。

２ 公務とする場合の留意点

(1) 当該業務は正規の勤務時間中に実施するものとし、週休日に行う場合は振替対象業務とする。

ただし、授業・特別活動など、進級、卒業に関わる時間として取り扱うことは不可とする。

(2) 模擬試験に係る業務を公務として取り扱うのは、模擬試験を進路指導上必要欠くことのできな

いものととらえる観点から、実施する模擬試験については、十分に精選を行うこと。

(3) 当該業務に従事する教員の勤務時間の適正化を図り、週休日の振替えが適切に行えるよう十分

配慮すること。

(4) 教諭等、地方公務員法の一般職の適用を受ける者が当該業務に従事した場合、公務とすること

から監督料は受領しない。

(5) 週休日の試験監督者の不足を補うために、地方公務員法の一般職の適用を受けない非常勤講師

等を活用することは可能である。



（電子メール施行）

教 体 第 １ ３ ０ ７ 号

平成２５年７月１８日

各 県 立 学 校 長 様

体 育 保 健 課 長

「業者テスト」に係る取扱いについて（通知）

このことについて、別添写しのとおり、独立行政法人日本スポーツ振興セン

ターから通知がありました。

標記の件については、各学校から問い合わせが寄せられているところですが、

業者テストが、独立行政法人日本スポーツ振興センター法施行令第５条第２項

各号に規定する「学校の管理下」での実施の場合については、災害共済給付の

対象となりました。

ついては、請求における注意点をご確認の上、適切に対応願います。







独立行政法人日本スポーツ振興センターの

「業者テスト」に係る取扱いについて

○ 教職員の監督等があり、学校の教育計画に位置づけられている模擬テスト等

が「学校の管理下」になります。

申請の際には、年間計画・月間予定表等に記載がある資料が必要です。

○ 交通事故については、従来どおり、一般的にはセンター給付よりも「自賠責」

の給付の範囲が広いため、「自賠責」の手続きを優先することになっていま

す。ただし、自損事故など加害者がいないような場合は対象となります。

○ 独自の傷害保険等がセンターの給付の妨げとはなりませんので、引き続き加

入していただいても問題はありません。

○ その他、ご質問は、体育保健課保健安全係か日本スポーツ振興センター学校

安全部大阪給付課までお問い合わせください。

教育委員会事務局体育保健課保健安全係 078-362-3789

日本スポーツ振興センター学校安全部大阪給付課 06-6456-3603



１ 県立高等学校の平成24年度月別就職内定率の推移

平成24年度
（内定率）

９月末 10月末 11月末 12月末 １月末 ２月末 ３月末

４８．９％ ６９．６％ ７８．１％ ８４．７％ ８９．２％ ９２．２％ ９４．４％

（▲３．４％） （▲０．２％） (＋０．３％） （▲０．２％） （＋０．６％） （±０） （＋０．４％）

５２．５％ ７３．４％ ８１．９％ ８８．１％ ９２．２％ ９４．７％ ９６．６％

（▲２．９％） （▲０．４％） （＋０．２％） (▲０．９％） （＋０．２％） （＋０．２％） （＋０．９％）

２３．２％ ４１．７％ ５０．２％ ５９．６％ ６７．１％ ７４．０％ ７７．８％

（▲４．３％） （＋３．１％） （＋２．３％） （＋６．３％） （＋３．７％） （▲ ０．１％） （▲３．３％）

（ ）内は、平成23年度との比較

（参考）平成23年度月別就職内定率の推移

平成23年度
（内定率）

９月末 10月末 11月末 12月末 １月末 ２月末 ３月末

５２．３％ ６９．８％ ７７．８％ ８４．９％ ８８．６％ ９２．２％ ９４．０％

（▲２．２％） （▲１．５％） （▲３．０％） （▲２．８％） （▲ １．５％） （▲ １．０％） （▲ １．２％）

５５．４％ ７３．８％ ８１．７％ ８９．０％ ９２．０％ ９４．５％ ９５．７％

（▲１．２％） （▲０．７％） （▲２．４％） （▲１．４％） （▲ ０．６％） （▲ ０．５％） （▲ ０．８％）

２７．５％ ３８．６％ ４７．９％ ５３．３％ ６３．４％ ７４．１％ ８１．１％

（▲７．０％） （▲３．７％） （▲３．８％） （▲９．８％） （▲ ４．４％） （▲ ２．５％） （▲ ２．１％）

（ ）内は、平成22年度との比較

２ 全国の高校、兵庫県の公立・県立高校の就職内定状況の推移（3月末現在）

３ 県立高校で就職希望者のうち、卒業までに就職に至らなかった生徒数の推移

平成24年度県立高等学校卒業者の就職内定状況について（３月末現在）
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４ 県立高等学校における学科別・地域別の就職状況（３月末現在）
（１）学科別（全日制・定時制）

学科名
男子 女子 計 男子 女子 計 男子 女子 計 計

普 通 747 646 1,393 684 579 1,263 91.6% 89.6% 90.7% 89.6%
農 業 229 202 431 226 194 420 98.7% 96.0% 97.4% 95.5%
工 業 1,442 128 1,570 1,396 117 1,513 96.8% 91.4% 96.4% 97.5%
商 業 70 266 336 67 249 316 95.7% 93.6% 94.0% 91.9%
水 産 15 2 17 15 2 17 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
家 庭 0 75 75 0 71 71 -- 94.7% 94.7% 94.4%
看 護 0 0 0 0 0 0 -- -- -- --
福 祉 2 35 37 2 35 37 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
その他の専門 14 2 16 14 2 16 100.0% 100.0% 100.0% 87.0%
総 合 149 213 362 148 198 346 99.3% 93.0% 95.6% 96.3%

計 2,668 1,569 4,237 2,552 1,447 3,999 95.7% 92.2% 94.4% 94.0%

（２）地域別（全日制・定時制）

地域名
男子 女子 計 男子 女子 計 男子 女子 計 計

神 戸 262 185 447 242 166 408 92.4% 89.7% 91.3% 87.7%
阪 神 309 134 443 288 119 407 93.2% 88.8% 91.9% 93.5%
丹 有 190 124 314 188 123 311 98.9% 99.2% 99.0% 97.0%
東 播 磨 765 465 1,230 742 430 1,172 97.0% 92.5% 95.3% 95.2%
西 播 磨 859 398 1,257 813 358 1,171 94.6% 89.9% 93.2% 93.6%
但 馬 156 152 308 153 144 297 98.1% 94.7% 96.4% 96.4%
淡 路 127 111 238 126 107 233 99.2% 96.4% 97.9% 97.7%
計 2,668 1,569 4,237 2,552 1,447 3,999 95.7% 92.2% 94.4% 94.0%

５ 平成25年度における就職等支援対策（予定）

（１）求人拡大要請を実施

（２）就職指導対策会議の開催

（３）兵庫労働局との連携

（５）インターンシップコーディネーターの配置

内定率
（％）H23就職希望者数 就職内定者数 内定率（％）

・県下10地域（10校）にインターンシップコーディネーターを配置し、受入事業所を開拓。
データベースの拡充を展開(H24年度末 約2,300件）

・インターンシップコーディネーター研修会の開催（4月、5月、10月予定）
受入事業所や効果的な開拓方法等の情報交換

内定率
（％）H23

・学卒ジョブサポーターの活用
就職未内定者が多い県立学校へ訪問等を行い、求人情報や説明会等の情報提供

・就職開拓支援事業連絡協議会の開催（4月、9月、11月予定）
就職開拓支援員を対象に、効果的な就職指導、就職開拓等の情報を交換

就職希望者数 就職内定者数 内定率（％）

（４）県立学校就職開拓支援員による就職開拓

・就職面接会、企業説明会への参加促進

・６月14日（金） 知事部局、兵庫労働局、県教育委員会の三者で、県経営者協会等16主要
経済団体へ求人拡大を要請
・６月以降 県教育委員会、県高等学校進路指導研究会と連携し、各地域の商工会議所等へ
求人拡大を要請

・各地域担当者による進路指導の課題、進路状況及び就職支援の情報交換（6月、9月、11
月、3月予定）

県内及び近隣府県（大阪、京都、岡山、鳥取）における就職面接会、企業説明会の情報
提供を行い、就職未内定者の参加を促進

・就職未内定者が多い県立学校51校に就職開拓支援員を配置し、周辺校を含めた地域全体の
求人開拓（H24年度 25校）



＜ 高 校 ＞

①

求 人 数

②

就職希望者数

③

就職決定者

④

求 人 倍 率

⑤

就職決定率

6,818 6,719

計 男 女

兵庫労働局 職業安定課

区 分
本 年 度 前 年 度 増 減 率

計 男 女 計 男 女

平成25年3月新規学校卒業者の求人・求職・就職状況

平成２５年６月末日現在

3,241

3,373 2,078 5,327 2.3%

5,349 3,331 2,018

5,451

1,962 2.8%

2,0323,295

5,203

1.25 1.26

0.5

1.5%

2.8% 2.9%

-0.01

2.3% 2.4%

98.4% 96.6%

本年度 前年度

0.4 0.498.1% 98.8% 97.1% 97.7%

【産業別求人状況】 【職業別求人状況】

区 分 本年度 前年度 増減率 区 分 増減率

事 務 352 389 -9.5%建 設 業 475 362 31.2%

専門・技術、管理 623 1,193 -47.8%
農 林 漁 業 ・
鉱 業 等

15 43 -65.1%

130.3%

製 造 業 3,082 3,356 -8.2% 販 売 573

生活関連サービス業 、
娯 楽 業

409 40.1%

電 機 ・ ガ ス ・
熱 供 給 等

3 7 -57.1% サ ー ビ ス 1,580 686

前年度 増減率

1,615 12.0%

55 14.5% 区 分 本年度

2,175 2,183 -0.4%

不動産業、物品賃貸業 87 48 81.3% 【規模別求人状況】

学 術 研 究 、 専 門 ・
技 術 サ ー ビ ス

63

420 7.1%

教 育 、 学 習 支 援 業 33 34 -2.9% 100 ～ 299 人 1,705

#DIV/0! 合 計 6,818

医 療 ・ 福 祉 989 879 12.5% 300 ～ 499 人 450

6,719 1.5%

合 計 6,818 6,719 1.5%

公 務 ・ そ の 他 0 0

348

宿泊業、飲食サービス業 372 347 7.2% 29 人 以 下

404 377 7.2% 30 ～ 99 人

25 22 13.6% 500 ～ 999 人

1,649 3.4%

1,442

サ ー ビ ス 業 258 215 20.0% 1,000 人 以 上 525

複 合 サ ー ビ ス 事 業 362 -3.9%

663 -20.8%

3,909

金 融 業 、 保 険 業 25 15 66.7%

卸 売 業 、 小 売 業 653 534 22.3% 合 計

41 -46.3% 技 能 工 等 3,655

6,719 1.5%6,818

-73.7%

-6.5%

運 輸 業 、 郵 便 業 312 384 -18.8% そ の 他 35 133

情 報 通 信 業 22
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参考（１）平成25年度高卒求人受付状況（求人件数）
厚生労働省・兵庫労働局未発表

６月２０日～７月３１日、高卒求人受理状況（非公式数）
＊兵庫県全体では、高卒求人提出事業所数は昨年比、１１％増、１４４８件
求人数は、５，２４７人、３．６％増
＊神戸所管内では同じく昨年比３６．９％増、
求人数は２９．９％増で２１５件、９１７人



（３）今後に向けて

●９／５からの応募開始に向けた求人活動の強化

（３）今後に向けて

●９／５からの応募開始に向けた求人活動の強化

２．平成２５年度 新規高卒の求人受付状況２．平成２５年度 新規高卒の求人受付状況

（１）概況

①立上りは昨年度に比べ急であるが、徐々に昨年度水準になってきている

②初めて求人を出す企業、２～３年ぶりに求人を出す企業が散見される
③医療・福祉（介護）関係の求人が増加傾向、製造業は絶対数は多いが堅調な求人状況
④指定校求人：公開求人≒２：１ （求人件数ベース／神戸所）
⑤応募前職場見学を歓迎する企業は多い

（１）概況

①立上りは昨年度に比べ急であるが、徐々に昨年度水準になってきている

②初めて求人を出す企業、２～３年ぶりに求人を出す企業が散見される
③医療・福祉（介護）関係の求人が増加傾向、製造業は絶対数は多いが堅調な求人状況
④指定校求人：公開求人≒２：１ （求人件数ベース／神戸所）
⑤応募前職場見学を歓迎する企業は多い

◆兵庫県の求人受付状況

期間 求人数（人） H23年度同期間（人） 増加率

6/20～6/26（５稼働日） 1,717 1,284 33.7% （厚生労働省 H24/7/10公表）

6/20～7/10（１５稼働日） 3,691 3,532 3.8% （兵庫労働局 H24/7 資料）

（２）詳細
6/20～7/10（15稼働日） の内訳 （総求人件数：1,278件）

（２）詳細
6/20～7/10（15稼働日） の内訳 （総求人件数：1,278件）

◆職業別トップ３

①生産工程の職業 632 50%

②サービスの職業 252 21%

③専門的・技術的職業 121 9%

◆就業場所別トップ３

①神戸・明石・三田 363 29%

②姫路・加古川・高砂 266 21%

③伊丹・尼崎 115 9%





平成２５年度就職開拓支援員配置校一覧

学校名 課程 学校名 課程 学校名 課程

東灘 全日制 小野工業 全日制 湊川 定時制

伊川谷 全日制 姫路別所 全日制 神戸工業 定時制

尼崎西 全日制 家島 全日制 長田商業 定時制

尼崎工業 全日制 夢前 全日制 青雲 通信制

氷上西 全日制 伊和 全日制 神崎工業 定時制

氷上 全日制 姫路商業 全日制 川西 定時制

篠山産業 全日制 赤穂 全日制 西宮香風 多部制

篠山東雲 全日制 上郡 全日制 有馬 定時制

加古川南 全日制 佐用 全日制 錦城 定時制

高砂 全日制 山崎 全日制 西脇北 多部制

松陽 全日制 相生産業 全日制 姫路北 定時制

農業 全日制 龍野北 全日制 飾磨工業 多部制

東播工業 全日制 出石 全日制 網干 通信制

三木東 全日制 浜坂 全日制 豊岡 定時制

吉川 全日制 但馬農業 全日制

社 全日制 香住 全日制

多可 全日制 豊岡総合 全日制

播磨農業 全日制 淡路 全日制

西脇工業 全日制

平成２５年度高等学校インターンシップ推進事業

インターンシップコーディネータ配置校一覧

地域 配置校 地域 配置校

神戸 東灘 加東 小野

阪神 尼崎工業 播磨西 飾磨工業

宝塚 猪名川 光都 上郡

丹有 有馬 但馬 浜坂

播磨東 松陽 淡路 淡路三原



１ インターンシップ実施率の推移（公立高校：通信制を除く）

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

体験人数 5,139 5,621 6,451

生徒数 33,016 32,236 33,021

実施率 15.6% 17.4% 19.5%

２ 就職希望者インターンシップ実施率（平成25年3月県立高校卒業生）

就職希望者数 就職希望者のうち
インターンシップ実施者数 実施率

全日制 3,745 2,060 55.0%

定時制 420 182 43.3%

通信制 34 0 0.0%

合計 4,199 2,242 53.4%

（参考）

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

目標 40% 55% 70% 85% 100%

実績 40.0% 53.4%

ひょうご教育創造プラン（兵庫県教育基本計画）におけるインターンシップの目標
（県立高校就職希望者の実施率）

本県におけるインターンシップ実施状況



（電子メール施行）

教高第１３３４号

平成25年５月28日

県 立 学 校 長 様

高 校 教 育 課 長

高等学校中途退学者等を対象とした地域若者サポートステーション

及びハローワークと学校との連携の確保について（依頼）

このことについて、文部科学省初等中等教育局児童生徒課を通じて、別添（写）のとおり厚生

労働省が実施する若者の職業的自立支援に向けた施策について学校との連携の確保に関する周知

等の依頼がありました。

ついては、別添の内容を御了知の上、各学校において、中途退学者への可能な限りの支援や高

等学校等を卒業できないおそれがある生徒に対して個々の生徒の特性等を十分踏まえた適切な履

修指導及び就業体験活動の実施等、キャリア教育の取組の充実を進めるとともに「地域若者サポ

ートステーション」等の関係機関等との連携を推進願います。

また、卒業後、進学も就職もしていない無業者に対して、進路等の相談に応じることや、就職

に必要な知識・技能を習得する機会を提供・紹介するなど、できる限りの支援を充実願います。



















サポステ名称 所在地 運営法人

滋賀県
滋賀県全域（大津市
を除く） 滋賀県地域若者サポートステーション 草津市 滋賀県中小企業家同友会

滋賀県 大津市 ※大津若者サポートステーション 大津市 滋賀県中小企業家同友会

京都府 京都市及びその近郊 京都若者サポートステーション
京都市
中京区
公益財団法人 京都市ユースサービス協
会

京都府 中丹・丹後地域 あやべ若者サポートステーション 綾部市
特定非営利活動法人 あやべ福祉フロン
ティア

南部地域 宇治（京都南）若者サポートステーション 宇治市 特定非営利活動法人 まごころ

中部地域 ※京都丹波地域若者サポートステーション 亀岡市
特定非営利活動法人 森と農園のあるくら
し

大阪府
大阪市、高槻市、茨木市、南大阪地域、東

大阪市、八尾市、枚方市、富田林市、大阪

狭山市、豊中市を除く大阪府全域
大阪府若者サポートステーション

大阪市
中央区
財団法人 大阪労働協会

北大阪地域 北大阪若者サポートステーション 高槻市 特区定非営利活動法人 フェルマータ

南大阪地域 南大阪若者サポートステーション 泉佐野市
特定非営利活動法人 おおさか若者就労
支援機構

大阪市域 大阪市若者サポートステーション
大阪市
東淀川区

特定非営利活動法人 「育て上げ」ネット

中河内地域 東大阪若者サポートステーション 東大阪市 社会福祉法人 つむぎ福祉会

枚方市域 枚方若者サポートステーション 枚方市
特定非営利活動法人 ホース・フレンズ事
務局

南河内地域 ※南河内地域若者サポートステーション 富田林市
特定非営利活動法人 子ども・若もの支援
ネットワークおおさか

豊中市域 ※とよなか若者サポートステーション 豊中市 一般社団法人 キャリアブリッジ

兵庫県 神戸地域 こうべ若者サポートステーション
神戸市
中央区
特定非営利活動法人 こうべユースネット

中播磨・西播磨地域 ひめじ若者サポートステーション 姫路市 特定非営利活動法人 コムサロン２１

阪神北・北播磨・丹波
地域 さんだ若者サポートステーション 三田市 特定非営利活動法人 こうべユースネット

但馬地域および京都
府京丹後市 若者サポートステーション豊岡 豊岡市 企業組合 労協センター事業団

阪神北地域（宝塚
市、伊丹市のみ） ※宝塚地域若者サポートステーション 宝塚市 特定非営利活動法人 宝塚NPOセンター

阪神南地域 ※西宮若者サポートステーション 西宮市 特定非営利活動法人 こうべユースネット

東播磨（加古川市、
高砂市を除く）地域・
淡路地域

※あかし若者サポートステーション 明石市 特定非営利活動法人 こうべユースネット

奈良県 北和地域 なら若者サポートステーション 奈良市 奈良県中小企業団体中央会

中南和地域 若者サポートステーションやまと 桜井市 株式会社 やまと

和歌山県県北部地域 若者サポートステーションわかやま 和歌山市
特定非営利活動法人 キャリア・ファシリ
テーター協会

県南部地域 南紀若者サポートステーション 田辺市 特定非営利活動法人 ハートツリー

※サポステ名称の頭に付している※印は平成25年度新規開設サポステです。

地域

平成25年度 地域若者サポートステーション一覧（近畿地区）



労働契約法改正のポイント 

有期労働契約の新しいルールができました 
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Ⅰ 無期労働契約への転換 
 有期労働契約が反復更新されて通算５年を超えたときは、労働者の申込みにより、期間 
 の定めのない労働契約（無期労働契約）に転換できるルールです。 

Ⅱ 「雇止め法理」の法定化 

 最高裁判例で確立した「雇止め法理」が、そのままの内容で法律に規定されました。 

 一定の場合には、使用者による雇止めが認められないことになるルールです。 

Ⅲ 不合理な労働条件の禁止 
 有期契約労働者と無期契約労働者との間で、期間の定めがあることによる不合理な労働 
 条件の相違を設けることを禁止するルールです。 

改正法の３つのルール 
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Ⅰ 無期労働契約への転換（第18条） 

同一の使用者との間で、有期労働契約が通算で５年を超えて反復更新された場合は、労働者

の申込みにより、無期労働契約に転換します。 

※通算契約期間のカウントは、平成２５年４月１日以後に開始する有期労働契約が対象です。 

 平成２５年３月３１日以前に開始した有期労働契約は通算契約期間に含めません。 

①申込み…平成２５年４月１日以後に開始した有期労働契約の通算契約期間が５年を超える場合、 

  その契約期間の初日から末日までの間に、無期転換の申込みをすることができます。 
  
②転換…無期転換の申込み（①）をすると、使用者が申込みを承諾したものとみなされ、無期労働契約

（③）がその時点で成立します。無期に転換されるのは、申込み時の有期労働契約が終了する翌日

からです。 
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③無期労働契約…無期労働契約の労働条件（職務、勤務地、賃金、労働時間など）は、別段の定めがな 

  い限り、直前の有期労働契約と同一となります。別段の定めをすることにより、変更可能です。  
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④更新…無期転換を申し込まないことを契約更新の条件とするなど、あらかじめ労働者に無期転換申込  

  権を放棄させることはできません（法の趣旨から、そのような意思表示は無効と解されます）。 

 無期転換の申込みができる場合 
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【契約期間が３年の場合の例】 

【契約期間が１年の場合の例】 



⑤空白期間…有期労働契約とその次の有期労働契約の間に、契約がない期間が６か月以上あるときは、そ

の空白期間より前の有期労働契約は通算契約期間に含めません。これをクーリングといいます。 
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Ⅱ 「雇止め法理」の法定化（第19条） 

有期労働契約は、使用者が更新を拒否したときは、契約期間の満了により雇用が終了します。

これを「雇止め」といいます。 雇止めについては、労働者保護の観点から、過去の最高裁

判例により一定の場合にこれを無効とする判例上のルール（雇止め法理）が確立しています。 

今回の法改正は、雇止め法理の内容や適用範囲を変更することなく、労働契約法に条文化し

ました。 

対象となる 
有期労働契約 

次の①、②のいずれかに該当する有期労働契約が対象になります。 
 
① 過去に反復更新された有期労働契約で、その雇止めが無期労働契約の解雇と社会通 
  念上同視できると認められるもの 
 ★最高裁第一小法廷昭和49年7月22日判決(東芝柳町工場事件)の要件を規定したもの 

 
② 労働者において、有期労働契約の契約期間の満了時に当該有期労働契約が更新され

るものと期待することについて合理的な理由(※)があると認められるもの 
 ★最高裁第一小法廷昭和61年12月4日判決(日立メディコ事件)の要件を規定したもの 

  
(※)１．合理的な理由の有無については、最初の有期労働契約の締結時から雇止めされた有期労働契約 
    の満了時までの間におけるあらゆる事情が総合的に勘案されます。 
 
  ２．いったん、労働者が雇用継続への合理的な期待を抱いていたにもかかわらず、契約期間の満 
    了前に使用者が更新年数や更新回数の上限などを一方的に宣言したとしても、そのことのみ 
    をもって直ちに合理的な理由の存在が否定されることにはならないと解されます。 

要件と効果 
上記の①、②のいずれかに該当する場合に、使用者が雇止めをすることが、「客観的に
合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められないとき」は、雇止めが認めら
れません。従前と同一の労働条件で、有期労働契約が更新されます。 

必要な手続 

条文化されたルールが適用されるためには、労働者からの有期労働契約の更新の申込み
が必要です（契約期間満了後でも遅滞なく申込みをすれば条文化されたルールの対象と
なります）。 
ただし、こうした申込みは、使用者による雇止めの意思表示に対して、「嫌だ、困る」
と言うなど、労働者による何らかの反対の意思表示が使用者に伝わるものでもかまわな
いと解されます。 
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Ⅲ 不合理な労働条件の禁止（第20条） 

同一の使用者と労働契約を締結している、有期契約労働者と無期契約労働者との間で、期間

の定めがあることにより不合理に労働条件を相違させることを禁止するルールです。 

対象となる 
労働条件 

一切の労働条件について、適用されます。 
賃金や労働時間等の狭義の労働条件だけでなく、労働契約の内容となっている災害補償、
服務規律、教育訓練、付随義務、福利厚生など、労働者に対する一切の待遇が含まれます。 

判断の方法 

労働条件の相違が不合理と認められるかどうかは、 
① 職務の内容（業務の内容および当該業務に伴う責任の程度） 
② 当該職務の内容および配置の変更の範囲 
③ その他の事情 
を考慮して、個々の労働条件ごとに判断されます。 
とりわけ、通勤手当、食堂の利用、安全管理などについて労働条件を相違させることは、
上記①～③を考慮して、特段の理由がない限り、合理的とは認められないと解されます。 
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（有期労働契約の期間の定めのない労働契約への転換） 
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 （有期労働契約の更新等） 
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（期間の定めがあることによる不合理な労働条件の禁止） 
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